
※平成24年度に実施した事業を評価しています

- 32 - 01 - 00 予算事業名

会計 10 款 03 項 01 目 02

１．事業の位置付けと関連計画、関連事業等
第三次川越市総合計画上の位置付け（太枠内） 位置付けなしの場合

２．事業の目的と概要

３．実施にかかるコストと実績 (単位:千円)
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※25年度、26年度の事業費、人件費は見込額

４．成果指標・活動指標による分析
※臨時職員の給与も、人件費に含みます。

単位

26
年度

26
年度

年度

年度

５．事業の実施を通じた分析

年々支給決定者数が増加しているが、サービスを利用できる事業所等は比較的増加していないため、サービスを利用できない状況があ
る。事業所等の増加が課題である。

⑵　比較参考値（他市での類似事業の例など）

障害者総合支援法に基づく事業であるため、各市町村同一である。

⑶　事業を廃止・縮小したときの影響

障害者総合支援法に基づき実施している事業であるため、廃止及び縮小は困難である。

指標に基づく評価 介護者の負担軽減及び障害者の社会参加の促進を図るという点から、成果を挙げていると考える。

⑴　現在の課題と状況 公平性に課題

指標の定義・説明

指標の定義・説明

2,333 2,542 2,796 3,076

指標の定義・説明 介護給付費・訓練等給付費の支給申請をした障害者等の数

1,504 1,836 1,958

指標の定義・説明 介護給付費・訓練等給付費の支給決定を受けた障害者等の数

成果
介護給付費・訓練等給
付費の申請等処理件数

人 2,202 2,500

成果
介護給付費・訓練等給
付費の支給決定者数

人 1,268 1,325 1,372

982,796

評価指標 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度目標値 将来目標値

市の財政負担（＝Ｃ－Ｄ－Ｅ） 555,989 630,943 681,314 825,446 881,903

2,915,367

その他特定財源 0 0 0 0 0 0

国県支出金 1,628,374 1,841,314 2,027,541 2,443,765 2,612,689

1.50人

臨時職員（1年間の従事人数） 0.50人 0.45人

正規職員（1年間の従事人数） 1.05人 0.55人 0.60人 1.30人 1.50人

11,006

総コスト（Ｃ＝Ａ＋Ｂ） 2,184,363 2,472,257 2,708,855 3,269,211 3,494,592 3,898,163

人件費 7,704 4,598 4,908 9,538 11,006

（25年度予算額大幅増／減の理由）

事業費 2,176,659 2,467,659 2,703,947 3,259,673 3,483,586 3,887,157

予算額 1,885,125 2,507,050 2,772,815 3,301,220 3,483,586

事業の目的
（誰・何を対象に、何の
ために実施するのか）

障害者が、居宅又は施設において介護等及び施設において訓練等のサービスを受けた場合に、そのサービス
の利用に要する費用を支給することにより、障害者等の福祉の増進を図る

事業の概要
（活動内容、実施手段・

方法など）
職員が介護給付費・訓練等給付費の支給決定事務を行い、また、事業実績について審査支払を行う。

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

細施策 5 福祉サービスの充実
当事業に関連
する事務事業事業実施の根拠となる

法令・条例等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律

方向性（節） 1節 だれもが幸せに地域で暮らせるまちづくり 個別計画等の
名称

川越市障害者支援計画
施策 3 障害者福祉の推進

義務

基本目標(章) 1章 ともに助け合い、一人ひとりが健康でいきいきと安心して暮らせるまち 実施計画事業名 なし

担当部署 福祉部 障害者福祉課 障害給付担当 予算事業コード

法令による実施義務

平成25年度　事務事業評価シート

事務事業名称 介護給付費・訓練等給付費の支給 継続

コード 24 介護給付費・訓練等給付費



24 32 01 00

25
年
度

26
年
度

27
年
度

平成25年度事務事業評価　方向性提示シート

所管部署 福祉部 障害者福祉課 障害給付担当

事務事業名称 介護給付費・訓練等給付費の支給

今
後
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性

継　続

継　続

継　続
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